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論文内容の要旨

本論文は、へドニックアプローチを通勤と住宅という大都市問題に適用して実証分析を行ったものであるo より具

体的には、大都市交通の通勤混雑の問題と借地借家法の問題であるo

第 1 部では、通勤問題を扱っているo まず第 2 章で、通勤混雑の疲労による不効用を表す関数を含んだ効用関数か

ら、その通勤者の家賃関数を導く。そして、その家賃関数を首都圏の通勤鉄道沿線住民の家賃のデータを用いて推定

する。鉄道沿線の家賃がどのように分布しているかという情報から、通勤者の疲労を計測するのである。日本では通

勤費が会社から支給されているにもかかわらず通勤距離によって家賃は異なっているo 通勤距離によって家賃が異なっ

てくるのは、家賃に通勤の時間・疲労といった非金銭的費用が反映されていると考えられる。このような考え方に基

づいて、家賃情報から通勤の疲労コストを計測している。そして、第 3 章で、この疲労に基いて、通勤者の外部不経

済を計測し、最適な混雑料金を導出するo その結果、最適な混雑料金は、最混雑時で現行の通勤定期料金の 3 倍は引

き上げる必要があることが示される。第 4 章では、この混雑料金を首都圏の通勤者に課した場合に、現在の家賃分布

がどのように変化するかがシミュレーション分析されている o 本研究は、通勤時間と混雑率を同時に変数として含む

家賃関数の推定としては、最初のものであるo

第 2 部では、平成12年 3 月に施行された、賃貸住宅市場の効率化を目的に導入された定期借家権制度導入の賃貸住

宅市場に与える影響を分析している。従来の借地借家法の下では、借家人保護が強く、貸し手の希望よりも借家人が

長く居住することが可能であった。つまり、賃貸人にとっては、立退き料等の予測不可能なリスクが非常に多く、こ

のリスクプレミアムを考慮した家賃設定を行なっていた。したがって、日本の賃貸住宅市場では、長期間の居住可能

性が高いファミリ一層向けといわれるの広い借家の供給が阻害されていた。そこで新たに定期借家権制度が導入され

たのである。まず第 5 章で、従来の借家法と、新たな定期借家権制度の違いを述べ、定期借家権制度導入が賃貸住宅

市場へ与える影響を理論的な観点から議論している o 第 6 章では、実際に賃貸住宅市場に供給された定期借家のミク

ロデータを用いて、定期借家と一般借家との違いを家賃関数を推定することにより明らかにしている。その結果、 10

Orrfの借家であれば、定期借家は一般借家に比べて約20%家賃が低いことが示されている。本研究は、定期借家制度

導入後、実際に市場に供給された定期借家のデータを用いて行われた最初の実証研究であるo 第 7 章では、第 l 部、

第 2 部のまとめと今後の課題が述べられている。
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論文審査の結果の要旨

本論文は、質が異なる財の価格決定に関する分析枠組みであるへドニックアプローチを用いて、日本の大都市にお

ける通勤と住宅に関する問題を実証的に分析したものである。第 1 部において、家賃データを用いた通勤の疲労コス

トの推定、通勤の混雑から発生する外部不経済の計測、最適混雑料金の計測といった通勤に関する分析が行われてい

る o 第 2 部において、定期借家権の導入が賃貸住宅市場に与えた影響が実証的に分析されているo 第 l 部の分析は、

通勤時間と混雑率を同時に変数として含む家賃関数の推定としては、最初のものであるo 第 2 部の分析は定期借家制

度導入後、実際に市場に供給された定期借家のデータを用いて行われた最初の実証研究である。いずれの分析も大量

のミクロデータを適切に用いたものである。実証手法も厳密であり、研究結果の政策的合意も重要であるo したがっ

て、本論文は博士(経済学)の学位を授与するにふさわしい業績であると判断する。
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